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特集
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第第１１部部   消消費費者者問問題題のの動動向向とと消消費費者者のの意意識識・・行行動動

  

    第第１１章章   消消費費者者事事故故等等にに関関すするる情情報報のの集集約約及及びび分分析析のの
    取取りりままととめめ結結果果等等

  第１節  消費者庁に通知された消費者事故等に

 関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果

  第２節  消費者庁に集約された生命・身体に関する事故情報等

第３節  消費生活相談の概況

  第４節  消費者被害・トラブルの経験と被害・トラブル額の推計

    第第２２章章       デデジジタタルル化化ととAAII技技術術のの進進展展でで変変化化すするる、、
  私私たたちちのの消消費費取取引引

  第１節  消費者を取り巻く環境の変化
  第２節  デジタル化とAI技術の進展に伴う消費取引の変化と

 消費者の意識やトラブル実態
  結び

第第２２部部   消消費費者者政政策策のの実実施施のの状状況況

  

第１節 地方消費者行政の推進

  第２節 消費生活を取り巻く現状の課題への対応

  第３節 消費者の安全及び自主的かつ合理的な選択の機会

の確保

第４節 消費者政策推進のための関係部局間の連携



第第１１部部第第１１章章
消消費費者者事事故故等等にに関関すするる情情報報のの

集集約約及及びび分分析析のの取取りりままととめめ結結果果等等
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○ 2025年度に消費者庁に通知された消費者事故等は１万4,598件。

○ 内訳は、消費者安全法第12条第１項等の規定に基づき通知された重大事故等が2,036件。

 同法第12条第２項等の規定に基づき通知された消費者事故等が１万2,562件。

○ このうち、「生命身体事故等」が5,990件、「財産事案」が8,608件。

第第１１部部第第１１章章第第１１節節 消消費費者者庁庁にに通通知知さされれたた消消費費者者事事故故等等にに関関すするる情情報報のの
集集約約及及びび分分析析のの取取りりままととめめ結結果果

図図表表１１－－１１ 消消費費者者安安全全法法のの規規定定にに基基づづきき消消費費者者庁庁にに通通知知さされれたた消消費費者者事事故故等等のの件件数数のの推推移移

3



リチウムイオン電池使用製品による発火事故（2025年10月に注意喚起）

○ リチウムイオン電池は、身の回りの様々な製品に使用されている一方、取扱いを誤ると発火事故等につながるおそれがあり、
こうした事故が頻発している。※（独）製品評価技術基盤機構（NITE）によると、2024年のリチウムイオン電池関係の発火を含む事故発生件数は492件

で、うち多い製品順に、モバイルバッテリー123件、充電式掃除機47件、ポータブル電源41件となっている。

○ 日常生活で身に着けたり、持ち歩いたりする製品の中で、特に近年、より身近になったワイヤレスイヤホン、スマートウォッチ、
携帯用扇風機の３製品についてみると、リチウムイオン電池に起因すると考えられる発熱・発火等の事故情報が事故情報
データバンクには、2024年度に43件登録されており、近年増加傾向にある。

○ 消費者庁では、総務省消防庁、経済産業省及び環境省と連携し、リチウムイオン電池使用製品を使用・廃棄する際のポイン
トをまとめ、消費者への注意喚起を行った。

図表１－２ 発熱・発火等事故情報の製品別内訳 図表１－３ リチウムイオン電池使用製品を使用・廃棄する際の注意点
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第１部第１章第２節 消費者庁に集約された生命・身体に関する事故情報等
2025年度に注意喚起を行った生命・身体に関する事故



○ 2025年の消費生活相談件数は97.0万件で、前年より増加。近年は年間90万件前後で推移。

○ 商品・サービス別では、迷惑メールや不審な電話を含む「商品一般」に関する相談が最も多い。次いで、「不動
産貸借」に関する相談が多く、解約時に高額な違約金や修理代金を請求される事例等がみられる。

図表１－４ 消費生活相談件数の推移

第１部第１章第３節 消費生活相談の概況

図表１－５ 消費生活相談の商品・サービス別上位件数
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図図表表１１－－６６ 高高齢齢者者のの消消費費生生活活相相談談件件数数のの推推移移

○ 高齢者の消費生活相談件数は、2025年で32.0万件となり、前年より増加。近年、高齢者の相談割合は消費生
活相談全体の３割程度で推移。

○ 認知症等の高齢者の相談は増加傾向にあり、本人からの相談は約４分の１にとどまる（高齢者全体でみると本人

からの相談は約８割）。認知症等の高齢者本人はトラブルに遭っても気付きにくく、周囲の見守りが重要。
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第第１１部部第第１１章章第第３３節節 消消費費生生活活相相談談のの概概況況
高高齢齢者者のの消消費費生生活活相相談談

図図表表１１－－７７ 認認知知症症等等のの高高齢齢者者のの消消費費生生活活相相談談件件数数のの推推移移



図図表表１１－－８８ 通通信信販販売売のの「「定定期期購購入入」」にに関関すするる消消費費生生活活相相談談件件数数のの推推移移

○ 通信販売における「定期購入」に関する消費生活相談件数は、2025年で８万7,284件となり、依然として高止ま
りしている。

○ 商品・サービス別では、健康食品や化粧品に関する相談が上位にみられる。

通通信信販販売売のの「「定定期期購購入入」」にに関関すするる消消費費生生活活相相談談のの
  商商品品・・ササーービビスス別別上上位位件件数数
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第第１１部部第第１１章章第第３３節節 消消費費生生活活相相談談のの概概況況
通通信信販販売売のの「「定定期期購購入入」」にに関関すするる消消費費生生活活相相談談

図図表表１１--９９



図図表表１１－－1100 SSNNSSがが関関係係すするる消消費費生生活活相相談談件件数数のの推推移移

○ SNSが関係する消費生活相談件数は、2025年で10万1,045件となり、前年より増加。40歳代から60歳代が占
める割合が高い。

○ 商品・サービス別では、化粧品や健康食品、内職・副業等に関する相談が上位にみられる。

図図表表１１－－1111 SSNNSSがが関関係係すするる消消費費生生活活相相談談のの商商品品・・ササーービビスス別別上上位位件件数数
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第第１１部部第第１１章章第第３３節節 消消費費生生活活相相談談のの概概況況
SSNNSSがが関関係係すするる消消費費生生活活相相談談



図表１－12 購入商品や利用サービスでの消費者被害・トラブルの経験

○ 2025年の消費者被害・トラブルの経験率は、20.1％で前年より減少。

○ 2025年の１件当たりの消費者被害・トラブル額の平均金額（１億円以上の案件を除く）は、約52.9万円で前年より増加。

○ 2025年の消費者被害・トラブル推計額（既支払額（信用供与を含む。））は、約7.6兆円で前年より減少。

図表１－14 消費者被害・トラブル額の推計結果

図表１－13 １件当たりの消費者被害・トラブル額の平均金額

9

第１部第１章第４節 消費者被害・トラブルの経験と被害・トラブル額の推計



第第１１部部第第２２章章 特特集集
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○ デジタル化やAI技術の進展等に伴い、消費取引の在り方は大きく変化している。こうした変化は、消費者に利
便性をもたらす一方で、商品やサービスの適切な選択を難しくするなど、消費者の自律的な意思決定を困難
にし、消費者の脆弱性を顕在化させるおそれがある。

○ 令和８年版消費者白書では、「「デデジジタタルル化化ととAAII技技術術のの進進展展でで変変化化すするる、、私私たたちちのの消消費費取取引引」」を特集する。

【【特特集集】】第第１１部部第第２２章章
デデジジタタルル化化ととAAII技技術術のの進進展展でで変変化化すするる、、私私たたちちのの消消費費取取引引

• 消費者を意図しない行動に誘導する仕組み 
• デジタル空間における勧誘的手法の多様化

事事業業者者のの販販売売手手法法のの多多様様化化

情情報報のの個個別別化化とと消消費費者者ののAAII活活用用

• 消費者一人一人に応じた情報提供
• 消費者によるAIの活用

• 時間・関心を提供する消費者
• 消費者による情報発信の広がり

デデジジタタルル化化・・AAII技技術術のの進進展展にに伴伴うう消消費費取取引引のの変変化化
ののううちち、、特特にに以以下下ににつついいてて現現状状をを調調査査・・把把握握

デデジジタタルル化化にに関関わわるる消消費費生生活活相相談談はは増増加加

2025年の「インターネット通販」に関する相談件数は
相談件数全体（約97万件）の約３割

SNSが関係する相談件数は５年間で約２倍

消消費費者者のの取取引引市市場場へへのの関関わわりり方方のの変変化化
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○ インターネットやSNSの利用は拡大している。インターネット利用者の割合は13歳から50歳代でほぼ100％で
あり、60歳代も９割を超える。また、インターネット利用者に占めるSNS利用者の割合は全年齢層で増加した。

図表２-１ インターネット利用者の割合の変化（年齢層別） 図表２-２ インターネット利用者に占めるSNS利用者の割合の変化（年齢層別）
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第１部第２章第１節 消費者を取り巻く環境の変化
インターネット・SNSの普及



○ 暮らしの中で注意すべき情報（詐欺や悪質商法、製品の安全性に関するものなど）を、インターネットサイトやSNS、
動画配信サイトから入手する割合が増加。10歳代後半及び20歳代ではテレビ・ラジオを上回った。

○ 一方で、テレビやラジオから注意すべき情報を入手する割合は特に10歳代後半及び20歳代で大きく減少した。
また、新聞・雑誌・書籍から注意すべき情報を入手する割合は特に40歳代及び50歳代で大きく減少した。

図図表表２２--３３ 注注意意すすべべきき情情報報のの入入手手先先（（年年齢齢層層別別））
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第第１１部部第第２２章章第第１１節節 消消費費者者をを取取りり巻巻くく環環境境のの変変化化
注注意意すすべべきき情情報報のの入入手手先先



○ インターネット広告費は増加傾向にあり、近年はマスコミ四媒体(新聞、雑誌、ラジオ、テレビメディア）広告費
やプロモーションメディア広告費を上回って推移している。

図図表表２２--４４ 広広告告費費のの推推移移（（媒媒体体別別））
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第第１１部部第第２２章章第第１１節節 消消費費者者をを取取りり巻巻くく環環境境のの変変化化
イインンタターーネネッットト広広告告費費のの拡拡大大



○ インターネット広告媒体費のうち、ソーシャルメディア上で展開される「ソーシャル広告」が拡大。

○ 取引手法別でみると、膨大なデータを処理するプラットフォームにより、広告の最適化を自動化又は即時的に
支援する手法を用いた「運用型広告」が拡大。

→広告発信において、消費者に対して広く一律に情報を提供する従来の手法に対して、一人一人の関心や
属性等に応じて個別化した情報を提供する手法が増えている。

図表２-６ インターネット広告媒体費の推移（取引手法別）図表２-５  インターネット広告媒体費の推移（媒体別)
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第１部第２章第１節 消費者を取り巻く環境の変化
「ソーシャル広告」の拡大と広告発信の個別化



○ 企業や個人の双方において、生成AIの活用が世界的に進んでいる。日本では、いずれの利用率も米国、ドイ
ツ及び中国に比べて低いものの、企業での業務利用は５割を超え、個人でも約４人に１人が利用している。

○ 今後、日本における生成AIの利用率は高まっていく可能性がある。

図図表表２２--７７ 企企業業ににおおけけるる業業務務ででのの生生成成AAII利利用用率率（（国国別別・・22002244年年度度）） 図図表表２２--８８ 個個人人のの生生成成AAIIササーービビスス利利用用経経験験（（国国別別））
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第第１１部部第第２２章章第第１１節節 消消費費者者をを取取りり巻巻くく環環境境のの変変化化
AAIIのの普普及及



○ 事業者・消費者間（BtoC） の電子商取引市場規模は2024年で26.1兆円。５年間で1.4倍に拡大。

分野別では、物販系分野で1.2倍、サービス系分野で1.8倍、デジタル系分野で1.1倍増加。

○ 個人間（CtoC）の取引の市場規模も年々拡大しており、2024年で2.5兆円となった。

図図表表２２--９９ 国国内内ににおおけけるるBBttooCC電電子子商商取取引引市市場場規規模模のの推推移移 図図表表２２--1100 国国内内ににおおけけるるCCttooCC電電子子商商取取引引市市場場規規模模のの推推移移
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第第１１部部第第２２章章第第１１節節 消消費費者者をを取取りり巻巻くく環環境境のの変変化化
デデジジタタルル取取引引のの拡拡大大



⃝ 消費者政策上、対応が特に重要になると思う課題について消費者に聞いたところ、「高齢化や単身世帯化に伴う消
費者問題への対応」と回答する人の割合が最も高く(64.1％)、次いで「インターネット上の個人データの取扱いの適正
化」(53.5％)、「キャッシュレス決済に関する消費者問題」 (43.1％)であったが、いずれも2018年度より減少。

⃝ 2018年度よりも重要度が高まった課題としては、「AI(人工知能)や更なる情報化などのデジタル技術の革新により生
じる消費者問題への対応」(16.4％ポイント増)、「持続可能な責任ある消費生活の実現」（5.6％ポイント増）、「国境を
越えた消費者取引におけるトラブルに対応する国際的な協調」（3.9％ポイント増）等。

→→ 近近年年、、デデジジタタルル化化ややAAII技技術術のの進進展展等等にに伴伴うう消消費費者者問問題題をを特特にに重重要要なな課課題題とと捉捉ええるる消消費費者者がが大大幅幅にに増増加加。。

図図表表２２--1111 対対応応がが特特にに重重要要ににななるるとと思思うう消消費費者者政政策策上上のの課課題題
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第第１１部部第第２２章章第第１１節節 消消費費者者をを取取りり巻巻くく環環境境のの変変化化
消消費費者者政政策策上上のの重重要要課課題題にに対対すするる消消費費者者意意識識のの変変化化



デデジジタタルル取取引引上上でで、、消消費費者者をを意意図図ししなないい行行動動にに誘誘導導すするる可可能能性性ののああるる仕仕組組みみがが存存在在ししてていいるる。。

○ インターネットの広告や表示に利便性を感じる一方で、不安や不公平さを感じている人も同程度存在。

○ インターネットでのサブスクリプション契約経験者のうち、解約トラブルに遭った人は約２割。

○ 解約手続ページが見つからなかった、解約手続が複雑だった等といったトラブルが４割以上。

→→イインンタターーネネッットトのの広広告告やや表表示示にに利利便便性性をを感感じじるる一一方方でで、、不不安安やや不不公公正正ささをを感感じじたたりり、、解解約約をを妨妨げげらられれたた経経験験がが

ああるる人人もも一一定定数数存存在在。。

図図表表２２--1122  イインンタターーネネッットトのの広広告告やや表表示示にに対対すするる考考ええやや印印象象 図図表表２２--1133  ササブブススククリリププシショョンン契契約約ににおおけけるる解解約約トトララブブルル内内容容
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第第１１部部第第２２章章第第２２節節 デデジジタタルル化化ととAAII技技術術のの進進展展にに伴伴うう消消費費取取引引のの変変化化とと消消費費者者のの意意識識ややトトララブブルル実実態態
（（１１））事事業業者者のの販販売売手手法法のの多多様様化化（（消消費費者者をを意意図図ししなないい行行動動にに誘誘導導すするる仕仕組組みみ））



図図表表２２--1155 イインンタターーネネッットトでで購購入入ししたた商商品品等等のの返返品品ををししよよううととししたた結結果果
イインンタターーネネッットトでで購購入入ししたた商商品品等等のの返返品品ををししよよううとと思思っったた
    ここととががああるるかか（（年年齢齢層層別別））

図図表表２２--1144

イインンタターーネネッットト販販売売のの商商品品ににはは、、返返品品条条件件等等のの情情報報がが分分かかりりににくくいいももののやや、、返返品品条条件件がが厳厳ししいいももののがが存存在在。。

○ インターネットで購入した商品を返品しようと思った経験がある人は約５割。

○ 思っていた条件で返品できた人は半数以上だが、返品条件が想定と異なっていた、又は条件が厳しく返品で

きなかったとの回答もみられた。

→→イインンタターーネネッットトでで購購入入ししたた商商品品のの返返品品ににつついいてて、、約約２２人人にに１１人人がが希希望望どどおおりりにに返返品品ででききたた一一方方でで、、手手続続やや条条件件

面面でで困困難難をを感感じじたた人人もも一一定定数数存存在在。。
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第第１１部部第第２２章章第第２２節節 デデジジタタルル化化ととAAII技技術術のの進進展展にに伴伴うう消消費費取取引引のの変変化化とと消消費費者者のの意意識識ややトトララブブルル実実態態
（（１１））事事業業者者のの販販売売手手法法のの多多様様化化（（消消費費者者をを意意図図ししなないい行行動動にに誘誘導導すするる仕仕組組みみ））



図図表表２２--1177  直直近近１１件件ののSSNNSSののチチャャッットトにによよるる勧勧誘誘のの内内容容とと意意識識
過過去去１１年年間間ににSSNNSSののチチャャッットトでで勧勧誘誘をを受受けけたたここととがが

    ああるるかか（（年年齢齢層層別別））
図図表表２２--1166

SSNNSSのの普普及及にに伴伴いい、、事事業業者者ががSSNNSSをを通通じじてて商商品品等等にに関関すするる情情報報をを発発信信すするる機機会会がが増増ええてていいるる。。

○ 過去１年間にSNSのチャットで勧誘を受けたことがある人は約２割。

○ そのうち、不意打ち的な勧誘を受けたと感じた人は約７割、執ような勧誘を受けたと感じた人は約４割、事実と

異なる説明や威圧的な言い方があった、勧誘目的が不明瞭と感じた人は２割以上。

→→SSNNSSののチチャャッットトでで勧勧誘誘をを受受けけたた人人のの多多くくがが、、不不意意打打ちち的的ああるるいいはは執執よよううなな勧勧誘誘をを受受けけてていいるる。。
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第第１１部部第第２２章章第第２２節節 デデジジタタルル化化ととAAII技技術術のの進進展展にに伴伴うう消消費費取取引引のの変変化化とと消消費費者者のの意意識識ややトトララブブルル実実態態
（（１１））事事業業者者のの販販売売手手法法のの多多様様化化（（デデジジタタルル空空間間ににおおけけるる勧勧誘誘的的手手法法のの多多様様化化））



図図表表２２--1188  イインンタターーネネッットト上上ででああななたた向向けけのの情情報報がが表表示示さされれるるこことと等等へへのの意意識識

消消費費者者ののデデーータタをを用用いいたたププロロフファァイイリリンンググにによよっってて、、消消費費者者一一人人一一人人にに応応じじたた情情報報提提供供がが行行わわれれてていいるる。。

○ インターネット上の情報表示について、約４割の人が自分に合った情報表示に利便性を感じている。

○ 一方で、５割以上が、真偽が不明瞭な情報が混ざっている、他者の都合で情報が表示されている、

パーソナルデータが過剰に収集されている、といった不安を感じている。

→→情情報報のの個個別別化化はは、、消消費費者者にに利利便便性性ををももたたららすす一一方方でで、、様様々々なな不不安安要要素素ににももつつななががっってていいるる。。

→→ままたた、、近近年年ででははAAII技技術術のの進進展展等等にによよっってて、、よよりり個個別別化化さされれたた情情報報提提供供がが可可能能ににななっってていいるるとと指指摘摘さされれてていいるる。。
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第第１１部部第第２２章章第第２２節節 デデジジタタルル化化ととAAII技技術術のの進進展展にに伴伴うう消消費費取取引引のの変変化化とと消消費費者者のの意意識識ややトトララブブルル実実態態
（（２２））情情報報のの個個別別化化とと消消費費者者ののAAII活活用用（（消消費費者者一一人人一一人人にに応応じじたた情情報報提提供供））



消消費費者者にによよるるAAII活活用用はは進進んんででおおりり、、約約４４人人にに１１人人がが利利用用ししてていいるる。。

○ AIを商品等の購入・申込みのサポートに利用している人は約１割。

○ 広告の信頼性判定等、トラブルの未然防止を目的としたAI利用は限定的。

→→AAIIはは、、消消費費者者トトララブブルルのの未未然然防防止止へへのの利利用用もも期期待待さされれるるがが、、ここううししたた用用途途ででのの活活用用はは限限定定的的。。

図図表表２２--1199 AAIIのの利利用用場場面面 図図表表２２--2200 商商品品・・ササーービビススをを購購入入・・申申込込みみすするる際際にに利利用用すするるAAII機機能能
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第第１１部部２２章章２２節節 デデジジタタルル化化ととAAII技技術術のの進進展展にに伴伴うう消消費費取取引引のの変変化化とと消消費費者者のの意意識識ややトトララブブルル実実態態
（（２２）） 情情報報のの個個別別化化とと消消費費者者ののAAII活活用用（（消消費費者者にによよるるAAIIのの活活用用））



自自分分のの関関心心・・注注意意やや時時間間のの市市場場価価値値、、活活用用方方法法がが
理理解解ででききてていいなないいとと感感じじるる（（年年齢齢層層別別））図図表表２２--2211 アアテテンンシショョンン・・エエココノノミミーーのの認認知知度度（（年年齢齢層層別別）） 図図表表２２--2222

イインンタターーネネッットト等等のの普普及及にに伴伴いい、、消消費費者者はは事事業業者者にに金金銭銭だだけけででななくく、、自自分分のの時時間間・・関関心心をを提提供供すするるよよううににななっったた。。

消消費費者者のの時時間間・・関関心心がが経経済済的的なな価価値値をを持持ちち取取引引さされれるる仕仕組組みみはは「「アアテテンンシショョンン・・エエココノノミミーー」」とと呼呼ばばれれるる。。

○ アテンション・エコノミーという言葉と内容を知らない人は約７割。

○ 自分の関心・注意や時間の市場価値、その活用のされ方を理解できていないと感じる人は約４割。

→→消消費費者者はは自自分分のの関関心心やや時時間間のの価価値値をを十十分分にに理理解解ししなないいまままま、、様様々々ななササーービビススをを利利用用ししてていいるる可可能能性性ががああるる。。
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第第１１部部第第２２章章第第２２節節 デデジジタタルル化化ととAAII技技術術のの進進展展にに伴伴うう消消費費取取引引のの変変化化とと消消費費者者のの意意識識ややトトララブブルル実実態態
（（３３））消消費費者者のの取取引引市市場場へへのの関関わわりり方方のの変変化化（（時時間間・・関関心心をを提提供供すするる消消費費者者））



SSNNSSのの普普及及にによよりり、、事事業業者者だだけけででななくく、、個個人人がが商商品品ののレレビビュューーややククチチココミミ等等をを発発信信ででききるるよよううににななっってていいるる。。

○ 一般人のレビューやクチコミは、販売事業者の発信する情報より信頼されやすい傾向がある。

○ 有名人やインフルエンサーによる投稿等に対する信頼度は、全体で２割程度だが若年層ほど高い。

→→個個人人にによよるる情情報報発発信信がが容容易易ととななるる中中、、情情報報のの発発信信元元やや根根拠拠にに注注意意をを払払ううここととがが重重要要。。

第第１１部部第第２２章章第第２２節節 デデジジタタルル化化ととAAII技技術術のの進進展展にに伴伴うう消消費費取取引引のの変変化化とと消消費費者者のの意意識識ややトトララブブルル実実態態
（（３３））  消消費費者者のの取取引引市市場場へへのの関関わわりり方方のの変変化化（（消消費費者者にによよるる情情報報発発信信のの広広ががりり））

図図表表２２--2244 有有名名人人ややイインンフフルルエエンンササーーにによよるる投投稿稿等等のの信信頼頼度度（（年年齢齢層層別別））図図表表２２--2233 第第三三者者やや事事業業者者がが発発信信ししたた情情報報のの信信頼頼度度
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第第２２部部
消消費費者者政政策策のの実実施施のの状状況況
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第第１１節節 地地方方消消費費者者行行政政のの推推進進

地方消費者行政の充実・強化に向けた地方公共団体

への支援等、地域の見守りネットワークの構築 等

第第２２節節 消消費費生生活活をを取取りり巻巻くく現現状状のの課課題題へへのの対対応応

    １１．．デデジジタタルル技技術術のの飛飛躍躍へへのの対対応応

デジタル技術の活用と消費者被害の防止の両立 等

    ２２．．消消費費生生活活ののググロローーババルル化化のの進進展展へへのの対対応応

越境取引の増加を踏まえたトラブルへの対応・

消費者の自主的かつ合理的な選択の機会の確保 等

    ３３．．社社会会構構造造のの変変化化へへのの対対応応

配慮を要する消費者への対応 等

    ４４．．よよりり良良いい社社会会のの実実現現とと国国際際協協調調へへのの貢貢献献へへのの対対応応

消費者教育の推進、エシカル消費・消費者志向経営等

の推進、食品ロスの削減 等

    ５５．．緊緊急急時時ににおおけけるる消消費費行行動動のの変変化化へへのの対対応応

災害時の便乗行為等への対応

○ 消費者基本法の規定に基づき、政府における2025年度の消費者政策の実施状況を取りまとめている。

○ 具体的には、第５期消費者基本計画に沿って、消費者行政の各分野における取組実績（制度改正、法に基づ
く執行、消費者への周知啓発等の実績）を記載している。

第第３３節節 消消費費者者のの安安全全及及びび自自主主的的かかつつ合合理理的的なな

選選択択のの機機会会のの確確保保

    １１．．消消費費者者のの安安全全のの確確保保

消費者の安全・安心の確保、子供の安全の確保、

食品の安全性の確保

    ２２．．消消費費者者のの自自主主的的かかつつ合合理理的的なな選選択択のの機機会会のの確確保保

悪質商法への対処、食品表示に関する対応 等

        ３３．．消消費費者者被被害害のの防防止止及及びび救救済済

消費者団体訴訟制度の更なる活用、

紛争解決のための枠組みの整備

第第４４節節 消消費費者者政政策策推推進進ののたためめのの関関係係部部局局間間のの

連連携携
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第２部 消費者政策の実施の状況




